
1 

第５５回日本弁護士連合会市民会議議事録 

 

日時：２０１７年（平成２９年）９月１２日（火）１５時～１７時  
場所：弁護士会館１６階来賓室 
出席者：（委員） 
      議 長    北川 正恭（早稲田大学名誉教授） 
      副議長  井田 香奈子（朝日新聞大阪本社社会部次長） 

委 員  清原 慶子（三鷹市長） 
  中川 英彦（元京都大学法学研究科教授） 

ダニエル・フット（東京大学法学政治学研究科教授） 
松永 真理（セイコーエプソン株式会社社外取締役） 
長見 萬里野（全国消費者協会連合会会長） 
湯浅 誠（法政大学現代福祉学部教授） 
村木 厚子（元厚生労働事務次官） 
吉柳 さおり（株式会社プラチナム代表取締役、株式会社ベクトル取締

役副社長） 
（日弁連） 

会 長 中本 和洋 
副会長 渕上 玲子、澤野 正明、加藤 裕 
事務総長 出井 直樹 
事務次長 道 あゆみ、二川 裕之、近藤 健太、五十嵐 康之、髙﨑 玄太朗、

小町谷 育子、添田 真一 
広報室室長 佐内 俊之 

（説明協力者） 
   秘密保護法対策本部本部長代行 三宅 弘 

司法制度調査会委員 高須 順一 
         以上 敬称略 

 

１．開会 
（道事務次長） 
 それでは定刻となりましたので、第 55回日弁連市民会議を開催させていただきます。前回まで

は神田前次長が進行させていただいたのですが、恒例により、一番古株の次長が、冒頭のみです

が、進行させていただくことになっております。早くも私が古株になってしまったのですが、道

でございます。どうぞ、よろしくお願いいたします。 
 まずは、本日から御出席をいただくことになりました新委員、吉柳さおり様を御紹介させてい

ただければと思います。吉柳様は、株式会社プラチナム代表取締役、株式会社ベクトル取締役副
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社長でいらっしゃいます。経済界で大変御活躍でいらっしゃって、PRなどについても、大変御経

験が長いということで、更には３月 18日に開催いたしました日弁連のシンポジウム「弁護士にな

りたい！って思ってるだけじゃ始まらない」、こちらのパネリストもお務めをいただいたという御

経歴でいらっしゃいます。吉柳様、一言お願いいたします。 
（吉柳委員）  
 はじめまして、吉柳と申します。そうそうたる委員の皆様の中で大変恐縮で、私がと思ってい

るんですけれども、本業は、今御紹介にあったように、PR会社といいまして、主に企業様の商品

やサービスを生活者の方々にメディアとか、今、インフルエンサーとか言って、一般の方々がメ

ディア化しています。そういった方々を使って情報を届ける、より理解を深めるというのを代理

としてやる、広告代理店ではなく、PR の代理店というのを学生時代に立ち上げまして、ずっとや

っています。一部の企業さんではなくて、官公庁とか、東京都とか、そういったところもクライ

アントさんになりまして、考えていらっしゃることとか、伝えたいということが、一般の市民の

方に非常に難しくて伝わらないという現状を法律と同じなんですけれども、いかに自分ごとにと

らえていただいて、実際の生活に役立てていくかみたいなところを変換したり、維持していると

ころを本業になりますので、法律には自分の会社が上場するに当たって、コンプライアンスを強

化するためにかかわってきたぐらいで、すごい遠いところにいるのですけれども、そういった視

点で、もしお役に立てることがあればという気持ちで参加しておりますので、どうぞよろしくお

願いいたします。 
（道事務次長） 
 日弁連は、PR下手、広報下手という御指摘を受けることもございますので、本当に忌憚のない

御指摘、御助言をいただければと思っております。 
 それでは、何度もお目にかかっているメンバーもございますが、念のためでございますが、広

報室長のほうから、日弁連側の自己紹介をお願い申し上げます。 
（佐内広報室長） 
 広報室長の佐内と申します。どうぞ、よろしくお願いいたします。 
（添田事務次長） 
 事務次長の添田と申します。よろしくお願いいたします。 
（高須司法制度調査会委員） 
 １番目の議題について、報告をさせていただきます高須でございます。よろしくお願い申し上

げます。 
（中本会長）  
 会長の中本です。よろしくお願いします。 
（出井事務総長） 
 事務総長の出井です。よろしくお願いします。 
（渕上副会長） 
 副会長の渕上でございます。市民会議の担当をさせていただいております。 
（二川事務次長） 
 事務次長の二川です。よろしくお願いいたします。 
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（近藤事務次長） 
 事務次長の近藤でございます。よろしくお願いします。 
（高崎事務次長） 
 事務次長の高崎でございます。よろしくお願いします。 
（小町谷事務次長） 
 事務次長の小町谷と申します。よろしくお願いいたします。 
（道事務次長） 
 小町谷次長、今回はじめてですか。では、新しく就任されて、一言。 
（小町谷事務次長） 
 ８月１日から就任いたしまして、まだ慣れないことでいっぱいですけれども、刑事関係の委員

会、憲法、家事法制、それから広報の関係の担当をしております。どうぞよろしくお願いいたし

ます。 
（道事務次長）  
 すみません、突然に振りまして。 
 続きまして、私から、簡単に配布資料の御紹介をさせていただきたいと思います。本日は、二

つのテーマを御用意しておりまして、一つは、民法（債権法）について、二つ目は、公文書管理

についてでございます。事前配布資料、お手元に御用意されているかと思いますが、55-1-1、55-1-2

までが債権法に関するものでございまして、55-2-1以下が、公文書管理に関するものでございま

す。 
 それと、別に一枚紙で 55-2-3、情報自由基本法の制定を求める意見書というのが、横にして御

覧をいただく、ちょっとカラフルなものでございますが、ポンチ絵があるかと思います。それと、

事前配布資料には、前回の市民会議議事録をお付けいたしておりまして、また、前回の市民会議

について掲載をさせていただいております「日弁連新聞」の抜粋も添付をさせていただいている

ところでございます。 
 これに加えまして、本日、お手元に机上配布という形で、このピンクの議事次第差替えでござ

いますが、こちらを置かせていただいており、御覧いただきますと、当日配布資料ということで、

これが 55-2-4、55-2-5 という形で 26 ページにわたる冊子が御用意されているかと思います。本

日使用させていただく資料は以上でございます。 
 さて、議事を始めるに当たりまして、改めて御案内をさせていただきますが、今回の市民会議

もホームページに掲載する予定でございます。日弁連のホームページ「今週の会長」の撮影でカ

メラも入らせていただく予定でございます。場合によってはお顔が写るということにもなります

ので、予め御了解いただきたく存じます。 
 それでは、この辺で北川議長に進行をお預けしたいと思います。よろしくお願い申し上げます。 
 

２．開会の挨拶 
（北川議長） 
 それでは、委員の皆様、お忙しい中、御出席をいただきましてありがとうございます。本日は、

神津里季生委員が、所用のため御欠席でございます。湯浅委員さんは、少し遅れていらっしゃい
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ます。 
 それでは、第 55回の市民会議を開催させていただきます。 
 

３．中本和洋日弁連会長挨拶 
（北川議長） 
 まず最初に、中本和洋日弁連会長から、一言御挨拶をいただきます。 
（中本会長）  
 市民委員の皆様方にはお忙しいところ、また足元の悪いところ、第 55回市民会議に御出席をい

ただきまして、誠にありがとうございます。 
 また、新委員として吉柳様には、今日初めての御出席でございますが、引き続きよろしくお願

い申し上げます。 
 前回市民会議は６月９日に開催しましたので、約３か月ぶりということになります。そのとき

の議題でありましたいわゆる共謀罪につきましては、御承知のとおり、国会で異例な手続の下で

成立をいたしました。日弁連は、人権や自由を侵害するおそれがあるということで一貫反対して

まいりましたけれども、成立したこれからは、この法律が恣意的に運用されないように、厳しく

注視していかなければならないと、このように考えておるところであります。 
 それから一方で、民法の債権法改正につきましては、これは２年間、国会で審議未定になって

いたところでございますけれども、５年かかってやっと国会で成立いたしました。大改正という

ことで、国民の生活にかなり影響を与える内容が多く含まれております。施行まではまだ少し時

間がありますけれども、その間、この内容について、市民や国民の皆様方に説明をして、内容に

ついて、よく知っていただくことが必要ではないかと思っております。日弁連は今後、この周知

徹底を図るための取組を行っていかなければならないものと考えております。 
 そういう意味におきましても、まずは市民委員の皆様方に、民法改正は、どんな中身があるの

だろうかということの概略を知っていただく必要があると考えまして、今日は第１のテーマとし

て、債権法改正を取り上げた次第でございます。 
 それから、第２のテーマといたしましては、公文書管理について取り上げました。このところ、

新聞紙上、あるいはテレビでいろいろと報道されてきております陸上自衛隊の PKO 派遣部隊の日

報の問題、それから森友学園への国有地売却に関する財務省の交渉記録の問題、加計学園の獣医

学部新設に関する文科省の文書等に関しまして、それらの文書が存在したかどうか等について、

いろいろと国会等でも議論になってまいりました。ないというものが存在したり、保存期間を経

過したから廃棄したんだとか、あるいはレク資料というのは内部資料であって、行政文書ではな

いんだというような、そういう主張や議論がありました。 
本日は、内閣府公文書管理委員会委員長代理でもある三宅弘弁護士から、行政文書の意義と文

書管理や保存義務、更には特定秘密の指定を定めた秘密保護法と情報公開法との関係、これは結

構難しいのですけれども、これについても、今日詳しく説明をしていただくことになっておりま

す。 
 本日のテーマは、少し専門的な内容にわたりますけれども、わからないところがあったら、遠

慮なく聞いていただければ説明いたしますので、どうか充実した意見交換ができますことを祈念
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いたしまして、冒頭の挨拶といたします。本日はどうか、よろしくお願い申し上げます。 
（北川議長） 
 どうもありがとうございました。 
 

４．議事録署名人の決定 
（北川議長） 
 それでは、次に議事録署名人でございますが、私から御指名をさせていただきますので、よろ

しくお願いしたいと思います。井田副議長さんと清原委員さんにお願いしたいと思います。よろ

しゅうございますか。 
 それでは、御両名によろしくお願いをいたします。 
 

５．議事 
（北川議長） 
それでは、議題に入らせていただきます。お手元に配布されている議題のとおり進めさせてい

ただきますので、御了承いただきたいと思います。 
議題① 民法（債権法）について 

（北川議長） 
 第１の議題として、「民法（債権法）について」を検討していきたいと思います。まず、澤野正

明副会長、高須順一司法制度調査会委員に御説明をお願いしたいと思いますので、よろしくお願

いいします。 
 それではお願いいたします。 
（高須司法制度調査会委員） 
 それでは始めさせていただきます。高須でございます。本日はよろしくお願いいたします。 
 私は、今回の民法（債権法）改正につきまして、日本弁護士連合会から推薦を受け、2009年 11

月から審議が開始されました法制審議会民法（債権関係）部会の幹事として、この部会での審議

に参加させていただきました。 
 そこで、今回の民法改正に対する日弁連の基本的立場をまずお話しさせていただき、その中で

も重要と思われる論点について、いくつか具体的な説明をさせていただこうと思っております。

よろしくお願い申し上げます。 
 まず、今回の改正に対する日本弁護士連合会の意見・評価でございますが、日弁連としては、

今回の改正法については、保証人保護の拡充や約款ルールの新設等、健全な取引社会を実現する

ために、必要かつ合理的な改正提案になっていると評価させていただいており、賛成という立場

を表明しております。 
お手元に配布されております資料の 55-1-2 でありますが、2015 年（平成 27 年）３月 19 日付

けの「民法（債権関係）の改正に関する要綱に対する意見書」がそれでありまして、一部には、

なお道半ばという部分はあるにせよ、1896 年の制定以来、120 年余を経過した民法（債権関係）

におきましては、その現代化に真正面から今回取り組んだ、その意義は十分に盛り込まれた内容

になっていると評価しているところでございます。 
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 なお、日弁連が今回の改正法について、どのような評価をしているか、また、どのように取り

組んできたかにつきましては、やはりお手元の資料の 55-1-1でございますが、債権法改正案の評

価という A4一枚もののペーパーに、より見やすい形で記載されておりますので、以下では、この

55-1-1を中心に御説明をさせていただきたいと思っております。 
 そもそも民法という言葉は、幕末から明治維新にかけて活躍した津田真道によって、翻訳され

命名された言葉でございます。以後、定着した言葉として、我が国では民法という言葉を用いて

いるわけでございますが、津田が、この法律を民法、すなわち民の法と翻訳したことには、やは

り意味のあることであり、この法律は、民に寄り添い、民のためになる法でなければならないと

思っております。 
 そのような観点から考えた場合に、今回の改正法が、保証人保護といった民の要請に応えるも

のであり、また、日常生活を行うに当たり、今やその存在を無視することができない約款取引に

ついても、その規律を新たに設けることは、民の健全な経済活動を支える重要なルールになると

考えております。 
 また、今回、消滅時効制度なども、よりわかりやすいシンプルな内容にすることが目指されて

おり、全体として 21 世紀に入った日本社会において、津田が、まさに民法と名付けた法の内容と

してふさわしい改正法になっていると思っております。 
以上のような観点を前提に、今回の法律に盛り込まれた重要テーマについて、御説明をさせて

いただきます。 
 今一度お手元の資料の 55-1-1、改正案の評価を御覧いただきたいと存じます。保証人保護、定

型約款の明文化、消滅時効の簡明化・統一化、それから、債権譲渡の活用という四つのテーマが

記載され、これに重要ルールの明文化として、その他の事項を付け加えております。 
 今回の債権法改正は、項目としては 200を超える膨大なものですが、この 55-1-1に記載された

項目は、いずれも国民生活や経済活動に大きな影響を与えるものであるとして、日弁連としても

重要テーマとして取り組んできたものとなっております。 
 以下、順次説明をさせていただきます。まず、個人保証人の保護を強く意識した保証法制の改

正であります。様々な工夫が盛り込まれておりますが、中でも今回の改正において、事業資金と

するために、金融機関から融資を受けるようないわゆる事業用貸金契約につきまして、個人が保

証契約を締結する際には、原則として保証人となろうとする人は、公証人から一定の説明を受け

た上で、公正証書により、公証人に対し保証意思を有する旨を表示しなければならないという規

律が設けられており、この点は重要な改正であったと考えております。 
保証人となろうとする者が、保証契約締結に先立ち、直接の利害関係を有しない公証人と話を

することにより、よく考える機会をつくるという意味で、いわば保証人にならざるを得ない状況

下にある人に、今一度考える権利、熟慮する権利を与えるものであり、評価し得るものと考えて

おります。法制審議会においては、中小企業の資金調達の必要性、そのために個人保証に頼らざ

るを得ない実情があることが、参加メンバーである委員から表明されました。その点も十分に考

慮した規定として、今回の改正法の規律になったと理解しております。 
今後更に検討していくべき事柄が残されているとしても、120 年余の歴史を経て、これまで相

対でなされてきた保証契約に公証人が一定の関与をする制度が設けられ、それをもってこれから
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保証契約を締結しようとする者に、よく考える権利、熟慮する権利が保障されることは、大きい

と考えております。 
 なお、個人保証人の保護につきましては、いまだ道半ばと思われる点が多々ございます。日弁

連としては、それらの規律の導入を求めたものの、今回、かなわなかったという論点項目もござ

います。この点につきましては、この資料 55-1-1の裏側でございますが、債権法改正案の課題と

いうページの左上のところに記載されております。この点についても、御確認いただければ幸い

でございます。 
 続きまして、定型約款でございますが、この規律も大変重要なものであると考えております。

日弁連は強くこの規律の導入を主張してきた経緯がございます。約款取引が、現在の取引社会に

おいて日常的に行われていることは、言うまでもないことだと思います。電車に乗れば運送約款、

ホテルに泊まれば宿泊約款、携帯電話を購入すればそれに伴う分厚い約款というように、私たち

はこの種の約款を介在させた契約行為を日常的に繰り返しております。 
しかしながら、約款の内容を契約締結時に確認し、契約を締結するなどということはまれだと

思います。一定の約束事が書かれているのだろうくらいの認識はあるとしても、その具体的な内

容はよくは承知していない、そのような取引が日常的に行われているということだと思います。

約款を利用した契約のことを「希薄な合意」などと呼ぶところであります。 
 このような中で、今回の改正法が、民法が規律する約款の内容を定型約款という言葉で定義付

け、更に不当条項、不意打ち条項と呼ばれる、契約の拘束力から逃れるための規定を設けたこと

は、大変意義のあることと考えております。約款取引について、これを保護し、規律するという

姿勢を示したことは、約款取引が日常となっている現代の契約社会において、意義のある改正に

なると思っております。この改正法が、約款の条項について、一定の場合には、有効な合意には

ならない。合意があるとはみなさないという規定を設けたことは、いわゆる不当条項、不意打ち

条項と呼ばれているものの明文化であり、現代約款取引において、認めるべき約定は認め、認め

るべきでない約定は排除するという明確なルールを設けることができたと理解しております。 
そもそも、約款取引が適正かつ実効性ある形で運用されることは、約款を使用する企業にとっ

ても、重要なことでありますから、これらのルールの明確化を実現化したことは、企業経済活動

の健全性の維持にも役立つものであり、調和的な規定をつくることができたと理解しております。 
今回、多くの議論を重ね何とか成立させることができました定型約款につきまして、今後は、

その適用対象の拡大、明確化を図っていかなければならない。そういう問題点はございます。こ

の点につきましては、資料 55-1-1の裏側、先ほど来の改正案の課題のところでございますが、こ

の右上のところに記載させていただいているところでございます。 
 三つ目、時効制度でございます。消滅時効制度の改正につきましても、今回、大幅な変更が試

みられているところであります。民法が定める規律というものの中には、専ら法律家が裁判等を

行うというときのルールを定めているような規律も存在します。詐害行為取消権の規定などはま

さにそうでございまして、これは訴訟で必ず実行しなければならないという規律で、弁護士の改

善なしには適用されることのないルールでございます。しかし、一方で、民法の規律の中には、

ごく普通の日常生活の中で、弁護士や裁判所の関与などが無縁の場面でも問題となるものがござ

います。消滅時効などというのは、まさにそのような規律であり、一定期間が経過した後に、支
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払いを請求されたような場合に、それってもう時効じゃないのというようなことが、脳裏をよぎ

るという場面がままあると思っております。 
そんなときに、民法のルールがあまりにも複雑ですと、結局よくわからない、判断がつかない、

諦めるとなってしまっては、もはや民のための法律とは言えないと思います。ここでは、シンプ

ルでわかりやすい規定が必要になるところだと思っております。 
 このようなことで、消滅時効については、これまで話を複雑にしておりました短期消滅時効に

かかわる規定を削除し、債権の消滅時効は、権利を行使し得ることを知ったときから５年か、権

利を行使し得るときから 10年のいずれかの早い方、つまり主観的起算点と、客観的起算点にそれ

ぞれの一定の時効期間を割り当てる一律の制度として、これを整理しています。時効のような身

近な法律問題にかかわる分野は、わかりやすいことが何よりであり、そのような改正法になって

いると思っております。 
 四つ目に、債権譲渡でございますが、この点も中小企業の資金調達の観点からは、重要な改正

と考えております。この資金調達の際に、現在、大きな障害となっておりますのが、譲渡禁止特

約の存在でございまして、改正前民法は、この譲渡禁止特約の存在を許容しており、現在多くの

大企業が、取引の相手方である中小企業との間で譲渡禁止特約を締結しています。そして、譲渡

禁止特約に違反した債権譲渡の効力に関しまして、判例は、これまで物権的効力説と呼ばれます

が、譲渡当事者間においても、譲渡の効力は生じないという考え方を採用しているとされており、

我が国の債権譲渡取引においては、譲渡禁止特約に強い効力が認められてきたという経緯がござ

います。 
これに対し改正民法は、新たな規定におきまして、当事者が債権の譲渡を禁止、制限したとし

ても、債権の譲渡そのものは、その効力を妨げられないと規定し、従来の物権的効力説から債権

的効力説に変更することを明文化しております。これに伴い、この特約の名称も、禁止特約から

制限特約と呼称を改めることになっております。債権譲渡による資金調達を可能とするための法

改正と説明されているところでございます。 
 もっとも、この改正によって直ちに中小企業の資金調達が容易となるわけではありません。結

局は、取引先が、その債権を資金調達のために、第三者に譲渡せざるを得ない。このことを大企

業等の有力な債務者が、必要以上に忌み嫌わない、忌避しないことが重要であり、そのための社

会的なコンセンサスが必要になると思われます。そのための社会的合意形成の第一歩となる、今

回はそのような改正であったと位置付けております。 
 そのほかにも、重要な契約ルールが数多く改正されております。お手元の資料の 55-1-1の表側、

評価の欄でございますが、右下に幾つか記載されているものでございます。とりわけ売買の瑕疵

担保責任、これが改正では契約不適合責任とされ、その性質が債務不履行責任であることを明確

にしたなどという点が、大きな改正であると取り上げられておりますが、この分野における改正

は、単に担保責任の性質を変更するにとどまりません。契約は守らなければならないという原則、

これをパクタ原則などと呼称するわけですが、このような契約観を中心に据え、当事者の意思を

尊重し、契約の拘束力に重きを置く改正が随所になされております。 
 しかしながら、一方で、今回の改正でも明文化に至らず、見送りとされた重要論点も数多く存

在しています。資料の 55-1-1の裏側でございますが、債権法改正案の課題の右下に記載された緒
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論点が、それでございまして、これらについては、今後も解釈を通じ、その実現を図っていかな

ければならないと考えておりますし、また、遠からぬ将来に再び改正の機会が訪れたときに備え、

日弁連としても不断の研究・検討を続いていくことが肝要と考えているところでございます。 
 最後ですが、以上の次第であり、今回の改正法は、1896 年（明治 29 年）以来の社会の変化に

対応するものであり、かつ、公に対する民、民に関わる、民に寄り添う改正になっていると思い

ます。もちろんまだまだ努力しなければならない問題、まだまだ考えていかなければならない問

題も多数残されておりますが、120 年間改正をしないできたという状況を考えれば、その全てを

今回の改正で解決することは困難であると思います。今後も民の法である民法については、これ

を更に民のためのものにするための不断の努力を続けていかなければならないと考えているとこ

ろでございます。 
 以上をもちまして、私の説明とさせていただきます。ありがとうございました。 
（北川議長） 
 どうもありがとうございました。副会長はよろしいですか。 
（澤野副会長） 
 特に補足はございません。 
（北川議長） 
 それでは、ただ今の高須委員の御説明に対して、委員の皆さんから、御意見や御質疑を賜れれ

ばと思いますので、よろしくお願いをいたします。 
（井田委員） 
 長いことずっと法制審のメンバーとして立法に関わっていらして、大変だったのだろうなと思

いながら、今お話を聞いておりました。本当に大部のもので、いろんな項目があって、実際に例

えばロースクールの民法の授業でこれをもう一回教え直すとしたら、何時間ぐらいに相当するの

だろうと思いながら、話を聞いておったのですけれども、つまり、今、弁護士の皆さん、もちろ

ん法曹の資格持っておられて、活動しておられるけれども、これが近く施行されることになった

ら、これをもとに活動をされていくという中で、弁護士さん自身は、皆さんはどのように学ばれ

るというような御予定になっているのかということと、やはりいくら法律が良くなっても、私は

どちらかというと消費者として触れることが多いと思うんですけれども、企業などは、どういう

風にこれ学ぶようなことになっているのか。なかなか内容も複雑ですし、企業さんによって関わ

る項目も結構違ってくるのかなと思ったので、それをお聞きしたいと思ったのが一つ目の質問で

す。 
 二つ目の質問ですけれども、見送りとされた重要論点の中で、暴利行為というのは暴利という

言葉自体がネガティブなものを含んでいるので、当たり前なのかもしれないのですけれども、こ

ういうものは当然盛り込まれるものなのかなと期待しておったのですけれども、最後の段階で外

されたのはどうしてだったのかということと、今後、どういう見直しのタイミングというものが

あるのかといったことについて、お聞きしたいのが二つ目です。お願いします。 
（北川議長） 
 どうぞ、お願いします。 
（高須司法制度調査会委員） 



10 

 まず一点目のいわば、今後この新しい民法をどのように使っていくかという点でございまして、

私も弁護士をさせていただきながらロースクールの教員もしているのですが、ロースクールでは

一斉に新しい民法を学生に教えようということになっております。学部の学生も今後はロースク

ールを受けるに当たっては、新民法だよということで、学部も含めまして、一気に新民法の教育

をしていくということになり、研究者の先生方も一斉に新民法に関する教科書を出しているとい

う状況でございます。そういう意味では、学部・ロースクールの学生の皆さんにつきましては、

まだ若い方々ですから、一定の時間をかけることによって、新しい民法を身に付けていただける

ものだろうと思っておりますし、そのような体制が整いつつあると思います。 
問題は、私どものように既に弁護士になった人間でございます。1992年にオランダ民法が全面

改正になりました。これが 21世紀型民法の先駆けと言われたのですが、このオランダの話が日本

に伝わってきている記録の中に、民法改正を契機に多くの弁護士が引退したという事がいくつも

出ています。 
ですから、そういうことがあってはならないということで、日弁連としては新しい債権法改正

につきまして、継続的な研修会というものをさせていただいております。既に始まっておりまし

て、やはり皆さん、比較的身近な法律なものですから、たくさんの先生方に出席いただいており

ますので、今後その種の研修をより充実させていただくことが必要だと思っています。企業に関

しても同様でございまして、まだまだ大企業に限られているかもしれませんが、やはりいち早く

これに馴染もうということで、いろんな研修会を企業自らがやるところもあれば、経済界向けに、

研修事業者がいろんな研修活動を行い、継続的な研修も始まっておりますので、そういう形で今

後も実施されていくのかなと思っております。 
ただ、そうは言いましても、最初のうちはだいぶ混乱はあるのかもしれないと思っておりまし

て、その混乱を最小限度にとどめる努力が、私どもの職責として必要なことなのだろうと、自戒

しているところでございます。 
 二点目の暴利行為の件でございますが、日弁連は強く明文化を主張しておりましたので、今御

指摘のとおりでございまして、なぜできなかったのですかと私も言いたいぐらいなのですが、経

緯だけをお話しさせていただければ、立法の検討過程の中で、一方で暴利行為を明文化するとい

うことを好まないという意見もございました。他方で、技術的な側面で、暴利行為論というのは

判例によって形成されてまいっておりますので、判例法理というものは、いろんな事例ごとに、

個別具体的なルールを定めてきた、これを一律に明文化すると、かえってこの暴利行為論が形骸

化するという危惧を述べられた委員の方もございました。そのような複合的な議論となりまして、

現時点では明文化は難しいよねという意見が大きくなりまして、日弁連だけが何か絶対明文化し

てくださいと言っているような状況になって、最終的には力及ばずという状況になったかと思っ

ています。 
ただ、そのような経緯でございますので、今回明文化がなされなかったのは、暴利行為論が不

要だと評価されたわけではなくて、この法律議論をより柔軟で現実的なものにするには、現時点

での明文化が必ずしも適切ではないという意見が、最終的な一般的なコンセンサスになったとい

うことでしたから、今後も判例法理のより柔軟な形成とか、そういうことを努めていくというこ

とが、当面必要なんだろうと。私ども弁護士は、そのためにいろいろな裁判をすることを恐れて
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はならないのだろうと、このように思っている次第でございます。以上でございます。 
（井田委員） 
 ありがとうございました。 
（北川議長） 
 いいですか。どうぞ。 
（吉柳委員） 
 ありがとうございます。私の会社でも、企業買収とか、ベンチャー企業の資金支援などをやっ

ているので、まさしく債権譲渡とかにかかわるトラブルとかいろいろありまして、ありがたい改

正案だと思って、まだ５年先かと思って聞いていました。先ほど御質問があった１番目の御質問

と重複するかもしれないのですが、施行まで５年間かけて、企業さんもそうですし、市民の方々

への周知徹底のフェーズの計画みたいなのは、具体的にあるのかという、広報的な視点、そうい

ったところを教えていただきたいのですが。 
（高須司法制度調査会委員） 
 まず、今回の改正法の附則で適用、施行期間の定めがあるのですが、その附則の定めは、この

法律の公布のときから３年となっております。公布されましたのが、今年の６月２日でございま

すから、2017 年６月２日の交付から３年以内の政令で定める日、政令はまだ定められておりませ

んが、いずれせよ３年以内というということになりますので、遅くても 2020年６月２日より前に

は、この法律が使われるということになります。オリンピックの年には民法も新しくなるという

イメージでよろしいかと思います。 
 問題は御指摘のとおりで、研修と先ほど申しましたけれども、どこまでそれが継続的で、計画

的なものになるかということでございまして、まだ私どもも十分なことができているとは思って

はいないのですが、まずは法務省が、やはり今回の改正の所管の役所でございますから、経済界

その他と協力しながらいろんな研修の機会をつくろうとやっておられるようでございます。経済

界もそれと協調して、いろんな研修会をしていると。 
弁護士会も先ほど申しましたように、まだまだ力不足ではございますけれども、１回、２回の

研修に終わらないようにして、継続的な研修をさせていただいております。それもテーマを決め

まして、順番にやっていくようなことをさせていただいておりますので、それなりのものはさせ

ていただこうと。ただ、社会全体の問題としては、まだまだ周知は限られていると思いますので、

ここは御質問にきちんと答えられていないということで申し訳ありませんけれども、皆さんに知

っていただくという機会を我々ももっとつくっていかなければならない。ゆるキャラでもつくり

ましょうかという、それぐらいの発想しか浮かばないのでは、あまり建設的とはいえないかもし

れないのですが、何らかの形で、民法って改正になるんですねということを、いろんなところで

わかっていただく努力が必要だろうと思っております。 
（北川議長） 
 よろしいですか。 
（吉柳委員） 
 はい。 
（北川議長） 
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 清原委員。 
（清原委員） 
 ありがとうございます。三鷹市長の清原です。井田委員も吉柳委員も、この民法が改正された

内容が、弁護士の皆さんに、また一般の国民・市民にどのように理解されるかということが重要

であるという観点から御質問されました。私も同じ思いでおりまして、何しろ制定以来 120年で、

これだけの改正がほぼ初めてだということで、そこに関わってこられた御立場から、今要点を御

説明いただいたと思うのですが、その要点の一つひとつが、極めて重い改正の意義を持っている

と改めて思います。 
 けれども、その改正の必要性と合理性について、課題があるにしても、日弁連さんが賛成され

て取り組まれるような法律になったということは、大変有意義なことだと感じております。 
 そこで、１点目の質問ですが、先ほどのお二人の質問と関係するのですが、今回いただきまし

た資料の 55-1-2は、2015年に要綱に対して出された意見ではありますけれども、例えば 9/28に、

ありがたいことに、法務省民事局参事官室の責任において、周知を重要な施策として位置付ける

ことと、その解説書を例えば消費者相談センター等の窓口で直接消費者と向き合う者にも役立つ

ようにと書いていただいたことです。 
このところ、消費者相談センターで、数年前よりは相談事が減っているのですが、インターネ

ットに関わることだとか、高齢者はなかなか解釈が難しい「約款」の内容であるとか、それこそ、

いろいろな御相談は引き続きあるようでございます。したがいまして、特に「約款」というのは、

「希薄な合意」と表現されましたように、わかっていないけれど、わかったような気持ちで契約

されてしまうような方が少なからずいらっしゃるというところから、消費者相談員などにも深い

理解が求められていく。何よりも消費者本人に理解が認められるということで、それは民法の改

正を説明するのではなくて、この「約款」がどういう意味があるとか、そういうのはやはり事業

者の皆様に消費者に説明していただく責務も、更に強くなっていると思います。改めて、今日、

消費者団体の代表の長見さんもいらっしゃいますけれど、消費者団体との連携も、更に必要なの

かなと感じました。 
 もう１点は、私は市役所、自治体の立場なので、こういう民法の改正が、自治体の行政サービ

スにも、どのような影響を与えるのかということを考えておりまして、例えば「時効」の問題で

あるとか、私たちは税等を預かっておりますが、あわせて、学童保育の保育所料という、いわゆ

る私債権というものも、行政サービスの領域で扱っていることも事実でございます。行政サービ

スの中で、この民法の改正を踏まえて配慮すべき点について、何か御示唆をいただければなとお

願いでございます。以上です。 
（北川議長） 
 お願いします。 
（高須司法制度調査会委員） 
まず約款につきまして、おっしゃるとおりで、約款そのものの意味とか、そういったことを本

来、より広い意味で消費者に、私どもも消費者でございますから、みんながわかるようにしても

らう必要がある。これは情報提供義務につながる問題でございまして、実は今回の民法改正でも、

もっと広く情報提供義務ということを入れられたらということがございました。なかなかうまく
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いかずに、保証のところはかろうじて入れることに成功したのですが、他のところではまだ不十

分でございます。ここは解釈で我々が補っていかなければならないと思っておりまして、あまり

詳しい説明ができておらず申し訳ありませんが、定型約款にも一応要件がございまして、一定の

要件を充たさない限りは、希薄な合意のままですよと。約束になりませんよと。そこで要件の検

討にあたっては、やっぱり事業者が一定の説明をしたということが、それなりに配慮されるよう

な解釈を今後構築していかねばならないと思っている次第でございます。 
 それと２点目の行政サービスでございますが、私債権ということになりますと、民法の適用が

出てまいります。今回の民法の改正の大きなポイントのひとつは、ある人とある人が契約を結ん

だときには、その契約の内容をしっかり理解してまいりましょうねという点にあります。先ほど

契約の拘束力という説明をさせていただいた際に、難しいラテン語表現の最初の単語から、パク

タ原則という言葉を用いたわけでございますが、契約の内容をとにかくしっかりと裁判所も理解

した上で、それにふさわしい内容を与えていこう、これがパクタ原則という事柄になります。こ

ういうことを根幹に据えた改正になっております。行政サービスも同じだと思います。市民との

間でどういう契約をしたのか。これが行政サイドにおいても、あるいは市民側においても、すれ

違いがないような、つまり約束の内容がお互いに十二分に認識できるような契約行為をしていた

だくことが大事なのではないかと。ここはおそらく行政サービスだからといって、省略していい

ということにならないのだろうと思いますので、そのあたりがとりわけ重要ではないかなと思っ

ています。 
（清原委員） 
 どうもありがとうございます。 
（北川議長） 
 以上でよろしいですか。それではどうぞ。中川委員。 
（中川委員） 
 似たような話になって恐縮ですけれども、企業法務の方とか、企業法務の弁護士さんと時々こ

の件でお話しますと、主として非常に大きな論点が二つに絞られるんですね。一つは、やっぱり

今お話が出ている約款の問題でございまして、一定の要件を備えて表示されるというのは、みな

し合意に擬制すると。この考え方は今までなかったわけで、全く新しい考え方です。みんな合意

したものとみなすという言葉の意味とか、それはどういう範囲の約款になって、どういう条件を

充たせばそういう、逆にみなさないという擬制もあるわけですね。それはどういう場合なのか。 
これは企業にとりましても、消費者にとっても非常に大きな問題でして、法律条文からはなか

なかわからないんですよね。だから、非常に約款をつくる側としても苦労されておられまして、

どの辺までみなし合意を得られるのかなというあたりが、非常に大きな問題になっております。 
だから、これは先ほどの法務省のガイドラインといいますか、そういうものに結びつく話だと

思うんですけれども、そこのところが非常に大切ではないかなと。時間かかると思うんですね。 
 それからもう一つの論点は、さっき先生がちょっとおっしゃった瑕疵担保責任の問題でして、

瑕疵担保責任というのをやめて、契約不適合による契約責任に切り替えようということですね。

それと併せて従来の解除と損害賠償だけでなくて、代金の減額請求とか、追完請求とか、そうい

うものも取り入れようと。 



14 

 そうすると、これはむしろ消費者側の問題だと思うんですけれども、請負とか売買の契約でど

ういう場合に追完請求ができるのかとか、どういう場合に代金減額の請求ができるのか。それは

どっち側が選択、売り主なのか、買い主なのか。誰が選択してどの程度のことができるのかとい

うのが、その辺も非常に難しい。契約の内容によりますけれども、難しい問題で、それが約款の

問題とも絡んでいまして、そういうものを約款の中に取り入れることができるか、できないか。

そういうようなことを非常に企業の側では議論しているところでありまして、必ずしもはっきり

した回答といいますか、方法ができないのが現状です。 
 したがいまして、やっぱりこれは企業内の弁護士さんなんかたくさんいますので、そういう方

たちが、一定の方向といいますか、議論をしていただいて、大体こういうところじゃないかとい

うようなガイドライン的なものを弁護士サイドとしてもつくっていただくと、かなり助かるので

はないかなという感じがしておりまして、要すればこれどうやって、そういう細かな問題をガイ

ドしていくかという問題に尽きると思うんですね。 
保証とか時効の問題、これはかなりわかりやすいので、ある程度の啓蒙をすればできると思う

のですが、約款の問題と契約責任の問題は、ちょっと難しいかなと思っておりまして、よろしく

お願いしたいと思います。 
（高須司法制度調査会委員） 
 今御指摘いただいたとおり、約款の定型約款という言葉自体が、新しい概念でございまして、

大変難しい。私ども、おっしゃるとおりだと思いまして、いろんな勉強の機会をつくっておりま

す。一応組入要件は、不特定多数を相手にしますよと。相対じゃない。不特定多数ですよと。そ

れから、内容が画一的であることが双方にとって合理的なことが必要ですよ。三つ目に、その情

報というのは、契約の内容にすることを目的としていますよ。取扱説明書のようなものではあり

ませんよと。この三つの要件でございます。 
ただ、いずれも御指摘のとおり抽象的で難しい。その中で、一番難しいのが、実は画一的であ

ることが双方にとって合理的という要件でございまして、双方にとって合理的という意味を巡っ

て、経済界と例えば弁護士会などとでは理解に若干の距離がございます。双方にとって合理的な

ものでなければならないというのは、消費者契約に対する関係だけだという御指摘もあり、した

がって、企業間契約には今回の定型約款の規律は及ばないんだという理解が一方にございます。 
 他方には、会社同士の契約だって、やっぱり定型的なものってありますよねと。そういう意味

では、弁護士会などはどちらかというと、そういう意見でございまして、結局は契約の中身の問

題ではないでしょうかと。そこで御指摘のとおり、その溝を埋めていかなければなりませんので、

実はこの３月にも日弁連の関係団体である公益財団法人日弁連法務研究財団というところで大き

な研修会をやらせていただきました。法制審のメンバーだった民法研究者の先生、約款問題につ

いてこれまでも様々な御提言をされていた企業の法務関係の方にも来ていただいて、弁護士のパ

ネリストとお互いに忌憚のない意見交換をいたしました。研修会でございますから、明確な結論

が出たわけではないのですが、やっぱりそういう形で議論を積み重ね、溝を埋めていくべきだと。

今後もその努力を続けさせていただかねばならないと思っております。 
瑕疵担保のところも同様でございますけれども、追完請求に関していえば、従来から実は条文

にはございませんでしたけれども、契約でございますから、約束したとおりやりなさいよねとい
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うのは、書かれてはおりませんでしたけれども、当たり前ということで、種類売買などでは追完

が認められてきた経緯がございます。代金減額請求は、権利の瑕疵のところで、一部認められて

いた規定があり、認められていなかった規定もあって、改正前の規定はかなりややこしかったね

ということで、今回統一はさせていただいた。ただ、統一した法律がやはりまだわかりにくいの

で、これからそれをわかりやすくするための研究・検討が必要なのだろうと。それは御指摘のと

おりだと思っております。ありがとうございます。 
（北川議長） 
 ありがとうございます。よろしいですか。では、村木委員。 
（村木委員） 
 すごく抽象的な質問で申し訳ないのですけれど、債権法の改正ってものすごい審議に時間かか

りましたよね。法律が通ってから、またこれから３年間、施行までということなんですけれど、

さらに、2/28のところに、「近い将来に改正を期すべき」と、こういう風に書いているんですね。

社会の変化が早いときに、時代の要請に沿って、法律の改正が追いついているのかどうかという

のをちょっとお聞きしたかった。それで、もしそういうところがなかなかそうでないとすれば、

何ができるのか。どうすればいいかということで、何かお考えがあれば、教えていただければと。 
（高須司法制度調査会委員） 
 実は、明治民法が何で 120 年もったのかということにも関係するのかと思っている次第でござ

います。立法の怠惰だと言ってしまえばそれきりなのですが、多分それだけで 120 年もの間、民

法のような基本的な法律が長持ちするはずもないということを考えると、明治民法には明治民法

のよさがあって、それがこれだけの長い間の使用を可能としたのでと思っています。具体的には

明治民法は、細かなことは必ずしも十分には規定していないけれども、大切にすべき基本的概念

のようなものはしっかり守ってきた、抽象的ではあるかもしれないけれども原理原則を大切にし

てきた、このような長所があったということです。これが家族法については、太平洋戦争の後に

全面改正になったにもかかわらず、財産法はそのまま維持され、以来半世紀以上も命脈を持った

理由だったと理解しております。 
私どもは、そこの良い点はやはり引き継がせていただくべきではないかと。つまり、民法がい

たずらに、個別的な事案に対処するだけにとどまらない視点、やっぱり根幹的な日本の、先ほど

私が申し上げた、民の法、呼び方も民法（ミンポウ）という言葉ではなく、いっそ、民法（タミ

ホウ）と呼んでほしいぐらいだと私は勝手に言っているのですが、民の法である民法であるゆえ

んは、やっぱりこの社会における我々の日常的な生活や、経済活動はかくあるべしですよという、

抽象的かもしれないけれども、そのような根幹を大事にすべきではないかと。そのことのルール

を定めるということであれば、ある程度の世の中の変化にも対応できるのではないかと。 
一方では、それを大事にし、他方では、今回改正させていただいたわけですから、また今度の

改正にも決して尻込みをしない。法制審議会解散のときのみんなの合い言葉は、今度は 120 年放

っておかないようにしようねというのが、これは共通の合い言葉でございましたから、その勇気

も忘れてはならない。そこの両立をうまく図っていく民法にしなければならないのかなと。出来

上がった今の改正法がそうなっているかどうかは、私には判断つきませんけれども、そういう姿

勢が大事ではないかと思っている次第でございます。抽象的な言い回しで申し訳ございません。 
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（北川議長） 
 よろしいですか。湯浅委員。 
（湯浅委員） 
 よく知らなかったので大変勉強になりました。ありがとうございました。 
 その上で、まだよくわかっていないので、具体的なことをちょっと教えていただきたいのです

けれども、私いろいろ活動してくる中で、この保証人とか消滅時効とか、いくつかぶつかったこ

とがあって、それが結局変わるのか、変わらないのか。個別の話になって恐縮なのですが、まず

保証人ですが、アパートの入居時の連帯保証の問題で、結構苦労してきたんですけれども、結局

それは今回の改正では何か変わるのでしょうか。 
 あと、就職時の身元保証。これは何か一定制限がかかるんだという風に聞いてきたんですけれ

ども、同時に文中に、連帯で保証するという、タイトルは身元保証なんですけれど、文章の中に

連帯して保証すると書いてある。そうすると、連帯保証になるんだと、一回弁護士さんに聞いた

とき言われて、これも困ったなと思いつつ、いっぱいサインしてきているんですけれど、そこは

変わるのかどうか。 
それから三つ目が賃金。これが未払いだったときに２年しか遡れないという、あのことは消滅

時効と関係しているのかどうかもよくわかっていないのですけれど、それが今回変わるのかどう

か。あと、年金ですが、ずっと長くかけてきたことを御本人もいろいろ渡り歩いていてわかって

なくて、後から振り返って、年金事務所に行ったら実はかかっていましたということになって、

遡及して請求したことがあるのですけれど、５年までしか遡れない。５年分しか出なかったので

すけれど、あれは今回変わるんですか。その４点、結局変わるのか変わらないのか、教えてくだ

さい。 
（高須司法制度調査会委員） 
 30年前に、司法試験の口述試験受けたときと同じように緊張しているのですが、口頭試問に順

番に答えさせていただきます。実は、今回の保証法制、大きく変わったところは三つございます。

一つは根保証というものの規律の拡大。二つ目は、今日、説明させていただいた事業用の貸金と

債務についての公正証書。三つ目が情報提供義務だったんですね。最初の御質問のアパートの賃

借保証。これは実は根保証でございまして、不特定の債務を保証する、要するに保証負担額がい

くらになるかわかりませんよと。１回の賃料が未払いなら、１月分ですけれども、１年放ってお

いたら 12倍になりますよ、不特定の債務を全部ひっくるめて保証しますよという約束になってい

ますので、アパートの賃貸借契約のときに付く連帯保証人さんというのは、根保証でございます。

今回の根保証の契約は、そこはいわゆる極度額というものを定めないと、保証契約は有効にはな

りません。したがって、アパートの貸し借りのときは、保証契約書のような独立の書面はつくら

ないのが通常ですから、賃貸借契約書の中に保証人欄があって、そこに署名捺印するという形に

なると思われますが、そこに極度額を定めなければならない。つまり、最高でいくらまでしか保

証しませんよと。国土交通省が今パブリックコメントを実施中でございますが、標準契約書のス

タイルをつくっておりまして、そこにも極度額欄を設け、金額を書き込むようにする、そのよう

な内容になっております。ですから、保証人になるときはいくらまでですよというのをなる方も、

なってもらう方も、意識していないと、保証は有効にはなりませんというのが、一つ目のご質問
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の関する事柄だと思います。 
身元保証は、やっかいでございまして、身元保証法がございまして、それ自体は今回改正の対

象にはなっていない。民法が改正したから廃止したわけでもありませんで、理屈の問題になるの

ですが、身元保証には実は保証の性格のものと、保証でないものがあると言われております。や

やこしくて申し訳ありません。つまり、保証の性格のものというのは、一定の本人にもともと主

たる債務者に債務が発生していて、それを保証する。つまり、従業員として会社に入社し、自ら

の不注意により会社に損害を負わせたため、従業員自身が債務不履行責任を負う。また、滅多に

はありませんけれど、会社に入った人が悪意をもって会社に損害を負わせる。そのような場合に

従業員本人の債務不履行による損害賠償責任について、保証人さんに保証責任を負担してもらい

ますよと、こういう部分なんですね。これは今回、保証の改正がありましたから、当然、身元保

証法に書いていない部分は、民法の保証の規律を受けますので、例えばそれも根保証でございま

すから、極度額の問題とか、そういう規律を受けると。また、身元保証法に規定がある部分は特

別法の関係になりますので、身元保証法の規定が優先して適用される。 
 ところが、身元保証で、従来多く問題となっていたのは、損害担保契約でございまして、もと

もと主たる債務なんて想定していない。従業員自身には帰責事由がないので損害賠償義務も生じ

ない。それでも何かあったら身元保証人は弁償しなければならない。これは、性質上は保証では

ない。主たる債務は、もともと存在しませんので、要するに独立に責任負いますという責任負担

の約束です。これを損害担保契約と呼んでいて、その場合には、今回の民法の規律は、それ自体

民法には何の規律もありませんから、専ら身元保証法によりますので、身元保証法は今回改正に

なりませんので、そのまま従来のとおりでございます。二つあるということが、先ほどの御説明

の中に入っていたんだと思いますが、わかりにくいんですよね。また、法政審議会でも十分な検

討がなされていない部分ということになるかと思います。 
（湯浅委員） 
 一番怖いのは、警備の会社につく人が、警備の誘導で事故起こしちゃうことがあり得るじゃな

いですか。そうなったときに、会社が賠償するのでしょうけれど、会社が本人に求償してきたと

きに、それを一緒にかぶれよという内容が盛り込まれているというのが損害、そこは今回変わっ

ていないということでよろしいんですね。 
（高須司法制度調査委員） 
 その部分はございますね。ただ、身元保証法５条がそもそも今の民法のもっと先駆けになって

いるように、裁判所が相当の額に減額できるという規定がございますので、その規定を十分に使

うということだと思います。 
 三つ目が、賃金の未払いについての消滅時効の問題で、これも大切な問題です。従来は先ほど

ちょっと御説明した民法に短期消滅時効というのがあって、その種の給料債権などは、１年間で

時効にかかると規定されています。それが労働債権の保護という観点からは、１年では短すぎる

ということで、労働基準法によって２年に延ばしたんですね。ところが、今回短期消滅時効は廃

止しましたので、先ほど説明したように本来であれば権利を行使し得ることを知ったときから５

年となります。権利行使できることが知らなかったとしても、客観的に権利行使が可能となって

から 10年です。普通は給料いつもらうかを知っていますから、知ったときから５年ということに
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なります。 
そうすると、民法は５年と定めていて、それを労働関係の法律で２年に短縮したことになりま

すから、労働者の保護のために長くしたはずの法律が、今や短くなってしまった。今のままです

と、労働基準法が特別法でございますから、そちらの２年の規律が使われます。そうすると、一

種の逆転現象が生じることになりまして、むしろ民法で定めた期間より短くなってしまう。労働

者の債権だけ、なぜ短くしなければならないのか。それは労働法上、そういう趣旨でよろしいの

かという問題がありますので、この法律が施行になるまでには、早急に改善されなければならな

い問題だと思います。 
本来は整備法、今回の改正に併せて整備法がつくられて、多くの関連法規が改正されたのです

が、ここだけ手を付けることができませんでした。これは、労働関係法令は全て労働政策審議会

を開かないと改正できないというルールがありまして、整備法では追いつかなかったところなの

で、早急に労働政策審議会を開いていただいて、改正をしていただかなければならない。そうい

う問題だと思います。 
 四つ目の年金は、整備法がございまして、そこで手当てされているはずでございますので、す

みません、第４問については十分に答えられていないのですが、整備法でご確認いただければと

存じます。 
（湯浅委員） 
 ありがとうございました。賃金の話では、５年に延びる可能性が高い。 
（高須司法制度調査委員） 
 ５年とすることを考えるべきですね。そうしないと労働基準法の趣旨に反すると思います。 
（湯浅委員） 
 ありがとうございます。 
（北川議長） 
 よろしいですか。では、長見さん。 
（長見委員） 
 質問というか意見というか、両方なんですが、消費者関連も、今、清原委員がおっしゃったよ

うに、たくさん関わりがあります。債権関係がどのくらい影響するのかちょっと私たちもよくわ

かっておりません。確かに、賃貸住宅の標準契約書のパブコメがありました。私たちも意見書を

出したのですけれど、それが債権法でどこまで影響しているのかもよく見えていません。賃貸住

宅の契約だけ見ても、法律のほかにガイドラインがあったり、いろいろなものが他にもありまし

て、それを見ながらやるというような形になってしまうのです。それが債権法が変わったことに

よって、業法だとか、ガイドラインだとか、いろいろなものが順次変わっていってくれるのかも、

見えていません。私たちが民法（債権法）との絡みをちゃんと解明できるかというところも、自

信のないところです。私たちも相談員さんの全国研修のテーマに早々と取り入れましたが、改正

法案が国会になかなか上がらなくて困りました。もう一度研修に入れなければならないというこ

とになっていますが、もっと具体的に個別の法律に影響するのが見えてから取り上げることにし

ています。消費者関連法にどのように影響させていくかが今後の課題です。私たちの力ではとて

もできませんので、弁護士さんや日弁連さんにご協力いただければありがたいです。よろしくお
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願いいたします。 
（高須司法制度調査委員） 
 御指摘承りまして、まさにそのようにと思いますし、役所の方が、先ほど国土交通省の今パブ

コメ中の標準契約約款の話をさせていただきましたが、役所は役所なりの対応はしていると思い

ます。 
ただ、それに委ねているだけでは、やはり不十分だと思いますから、私どももしっかりそれに

対応させていただくし、また弁護士だけでもどうなるものでもないような面があると思いますの

で、みんなで共同して対応していくと。いつかはやらねばならない改正ではあったとは思ってお

ります。今回、改正しなければこんな思いはしなかったと思っている弁護士も現にいるのですけ

れども、そうはいっても、いつの段階かには改正になりますよということで、その時期が今、来

たということでございます。そこで、私ども弁護士も今回の改正に前向きに取り組み、皆で頑張

って、皆様から弁護士もきちんと対応していますねと言っていただけるようなことを目指してい

きたいと思っている次第でございます。 
（北川議長） 
 あとはよろしいですか。 
それでは、いろいろ御説明をいただきありがとうございました。この項は、これで打ち切らせ

ていただきます。 
 

議題② 公文書管理について 
（北川議長） 
次の第２番目の議題としての「公文書管理について」を検討していきたいと思います。 

 それでは、まず加藤裕副会長、三宅弘秘密保護法対策本部本部長代行に御説明をお願いしたい

と思っておりますので、よろしくお願いをいたします。 
（加藤副会長） 
 この問題の担当の副会長の加藤裕です。よろしくお願いいたします。このテーマについては、

本部長代行の三宅弘弁護士から御説明いたしますので、よろしくお願いします。 
（三宅秘密保護法対策本部本部長代行） 
 15分ぐらいで、最近話題になっている森友、加計等々の問題について、概要を御説明します。 

その骨格は事前配布資料の 55-2-1、10/28。ポイントは、まず情報公開法と公文書管理法の法

の枠組みを御理解いただければ、非常にわかり良いと思いましたので、事前にその説明を用意し

ました。大体、10/28 と 11/28あたりのアンダーラインのところを、13/28ぐらいまでを資料に沿

って説明をさせていただきます。 
情報公開法が 1999年に制定されまして、私ども日弁連も、この法律の制定には大変に運動した

ものでございます。その規定の２条２項というところで、行政機関の職員が職務上作成し、又は

取得した文書等が、電磁的記録であっても、当該行政機関の職員が組織的に用いるもの、これが

行政文書の定義でございます。ポイントは、組織的に用いるというのと、職務上作成し、又は取

得したというものでございますので、その出所がわからなくても取得していれば、怪文書であっ

ても、取得すれば行政文書になる。対象にはなるんですね。だから、その辺のところをどういう
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取扱いにするのかというのがありますが、組織として用いるという要件にしましたのは、これは

個人のメモは除くという、そういう趣旨でございます。当時、東京都の情報公開の条例では、各

部屋のキャビネットの中にある決裁供覧の文書だけが、情報公開条例の対象になっていましたが、

神奈川県では、例えば管理しているものが全て対象になるということでしたので、現場の各部屋

の各職員の人の机の棚のものでも、それぞれが共用できる形になっていれば、それが行政文書に

なるということで、対象をどう捉えるかということで、非常に差が出るわけですね。 
国の法律をつくるときに、組織的に用いるというもので、個人のメモだけは除くけれども、個

人のメモを除く以外は、全て行政文書になるという、そういう法の枠組みにしました。ここが一

番のルーツでございます。後ほど申します PKO 南スーダン日報の問題とか、加計学園の問題等も

このあたりが絡んでございます。 
それで、今回の問題は、特に電子メール等の問題が議論になるわけでございまして、1999年頃

は紙媒体が大体中心でございましたが、しかし、電子的な記録も含むということで、法の立て付

けができているものですから、共有サーバーに入っているものが、大体対象情報になるというの

は、そこの枠組みがもう既に用意されているところだったわけでございます。 
今、組織的に用いるものという説明をしましたが、そのアンダーラインは、11/28 あたりの上

のところでございまして、つまるところ、担当職員が原案の過程で作成する文書であっても、組

織において業務上必要なものとして保存されているもの、これは基本的には対象になるという取

扱いになります。また、個人のメモとしてつくられたものであっても、その後、業務上必要性の

観点から、組織共用文書として保有される状態になれば行政文書。いわゆる総理の御意向伺いと

いう、加計にかかわる文書でございますが、その文書を担当職員が文科省の事務次官に御説明に

供するということは、担当職員と事務次官の間で組織として共用されたことになりますので、い

かにそれが個人のメモとしてつくられていても、その段階で行政文書という取扱いになっていま

す。そういう法の立て付けになっているわけでございます。 
この行政機関情報公開法ができた頃は、文書の作成についての義務は、努力義務として法律の

22条にあったわけですけれども、それだと文書は残らないという現象が起きました。国立公文書

館に移管すると、原則公開になるということで、国立公文書館に文書を移管させないということ

が、1999 年の制定から 2001 年の施行までの間に、霞が関でかなりの文書が入ってきた。公文書

館に移管しないということになったものですから、公文書管理法をつくらなければいけないとい

う話になってきたわけでございます。 
2003年から、有識者会議というところで議論をかなりしました。その頃は、小泉政権で福田元

官房長官の時代でございまして、福田元官房長官が非常に熱心に、この法の制定には関わりまし

た。官房長官自身は、まだ民間の会社に勤められた頃に、アメリカの国立公文書館へ高崎市の空

襲で焼けたときの地図を自ら入手に行かれるということがあって、日本では得られなかった文書

をアメリカで入手したということで、日本の公文書館が非常に貧弱なものだということをその頃

から認識されていました。 
2008年に総理大臣になられたときに、審議会をもう一度立ち上げて、公文書管理法をつくると。

いわゆる消えた年金問題等がございまして、ちょうど追い風になったということがございます。 
そのときに、11/28 の２のところの公文書管理法４条というところで、当該行政機関における
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経緯も含めた意思決定に至る過程というところが入りました。それから、４条１号、法令の制定、

改廃及びその経緯。例えば閣議、関係行政機関の長で構成される会議又は省議（これらに準ずる

ものを含む。）の決定、了解及び経緯というのが入って、これでまさに意思形成の過程をちゃんと

残しましょうということになったわけですね。これが森友学園の８億値引きで、１億 3,400 万で

国有財産を売却するということが、買戻し特約付き売買契約というのがあるのですが、その契約

が成立する過程の交渉文書は、意思形成の過程にかかるということになると、この公文書管理法

４条の２の精神から言えば、それは当然残さなければいけない。後ほど、なぜ残さなければいけ

ないのか説明しますけれども、そういうような関係になってくるわけでございます。 
 その経緯というところの意思形成に至る過程の文書というのは、実は、福田元総理大臣が退任

されて、麻生内閣のときにこれが国会にかかりました。そのときに当時の福田前総理大臣がとに

かくこれを通したいということで、野党に修正案を持っていくと言われまして、それで野党修正

がかかったわけでございます。ちょうどその 12/28の(4)のところです。列挙されている４条１号

ないし５号のことは、あくまで例示である。したがって、ここに例示されていないことを理由と

して、重要な文書を作成しないことを正当化できるものではないということで、これを衆議院内

閣委員会において、枝野幸男元委員が説明している。当時民主党の委員でございますが、野党修

正案を自ら提案しているものですから、国会の提案を野党側の委員としてそういう提案をされて

いるということで、非常にここの意思形成の過程をちゃんと残しましょうということが、公文書

管理法の肝になってくるわけでございます。 
 そういうようなことが書いてございまして、原則的には 12/28 の(5)の８条２項というところが

ございまして、行政機関の長は、保存期間が満了した行政文書ファイル等を廃棄しようとすると

きは、あらかじめ内閣総理大臣に協議し、その同意を得なければならない。原則的に各省庁が文

書を廃棄するに当たっては、内閣総理大臣の同意を得なければいけないということになるわけで

ございます。 
 ですから、ないものは悪魔の証明だから立証のしようがないじゃないかというのを総理大臣が

おっしゃるのは、ここの条文との関係でどうだろうかということがいろいろ出てくるわけでござ

いました。 
 そういうようなこともございましたので、今申しました行政機関情報公開法と公文書管理法の

ここの部分が、今回の森友の問題になってくるわけでございます。秘密保護法との関係について

今日は少し省略させていただきますが、14/28 で事例研究ということで、森友学園の問題を少し

御説明させていただきます。 
先ほど申しましたように、８億円の値引きの過程は交渉過程でございますので、公文書管理法

の４条、８条において、保存、廃棄をするには、内閣総理大臣のチェックをしなければいけない

という法律の建前からすると、買戻し付き売買特約契約があるということで、成立した段階で廃

棄をするというのは、いかがなものかということが、法律の建前からは出てくるわけでございま

す。 
 15/28 の２段目に、公文書管理法 10 条１項に基づく行政文書の管理に関するガイドライン別表

第１というのに、行政文書の保存期間基準がございまして、どういうような文書が何年保存する

かということが、一つの表になって決められております。そこの 15というのに、予算及び決算に



22 

関する事項２(2)歳入及び歳出の経過、決算報告書に関する計算書の作成のその他、決算に関する

重要な経緯については、これは保存期間が５年とされておりますものですから、当然、売買交渉

の過程の記録は会計検査院の対象になりますので、そうしますと、基本的に保存期間５年という

形にならざるを得ないという形になるわけでございます。 
ここのところで、別表で行政文書の保存期間基準を定めているわけでございますけれども、定

めていないものについては、別表第１備考５というので、本表が適用されない行政文書について

は、文書管理者は本表の規定を参酌し、当該文書管理者が所掌する事務及び事業の性質、内容等

に応じた保存期間基準を定めるものとするということが決められております。この別表に基づい

て、売買交渉の記録がそこに該当しないという解釈をとるとしても、会計検査院の検査に関わり

ますので、一緒に綴じておくというのが、本来の建前になるはずだったわけでございます。しか

し、この文書を書いた頃はまだわからなかったんですけれども、基準に書いていない文書は、も

う捨てていいと、すぐ廃棄していいという解釈をする財務省の行政文書管理規則というのがござ

いました。ここには今申しました別表第１備考５と同じ文書が書かれておりますが、それに基づ

く財務省行政文書管理規則細則という、細かい規則、そういうものが別途ございまして、それに

は 50 年、30 年、５年、３年、１年の累計にあたる歴史文書以外のものについては、１年未満で

廃棄することができるという、そういう細則を財務省が独自につくっているんですね。 
これは、この間、公文書管理委員会でわかったのですが、各省庁でそういう細則をつくってい

るところとつくっていないところがありまして、確か厚生労働省はファイリングの仕方について、

Ａ基準文書とＢ基準文書と１年未満文書とあって、長期保存とそうでないもの、それから１年未

満のものは、別々にファイリングしましょうというのが細則で決まっていたりします。非常に丁

寧な役人の目線で文書を取り扱うに当たっての説明がちゃんとできているものがあるのですが、

各省庁でそれが違うということがあって、財務省の場合は、とにかく歴史文書に当たらないもの

は、全部捨てていいんですという、これが佐川理財局長の答弁になって出てくるわけですね。 
そこはしかし、いくら何でも５年保存ということにはなりはしないのかということが、今回か

なり問題になったわけでございます。そういうようなことでございますので、最近の事例として、

15/28に４つ、少し挙げておきましたが、いずれも 2016 年にいろいろ問題が出てくるわけでござ

います。集団的自衛権の行使に関する閣議決定に関連して、内閣法制局で想定問答集をつくり、

これは法制次長までは文書が上がったのですが、法制局長官がこれは自分の決裁はしないという

ことにしたわけですね。しかし、次長まで上がったというのは、そこは組織として共用をされて

いるので、そこで行政文書に本来該当するはずなんですけれども、自ら法制局長官が、これは個

人メモだという解釈したんですね。そういうところで、法制局長官も間違った解釈をしてしまっ

たというところが、ここにございます。これは、後に情報公開・個人情報審査会で、これは明ら

かに行政文書だということで、公開になります。 
 それから、陸自の PKO 派遣部隊の日報については、これは日報といっても、南スーダンから一

日に 70ページぐらい、分厚いものが電子メールで送信されてくるという、そういうものでござい

ますから、これは明らかに個人メモとは言いにくいものだと。しかし、陸上自衛隊の方は、これ

は総括報告書というのをつくれば、それはいらない文書だから、これは個人メモにしようという

ことをみんなで話し合ったわけでございまして、話し合いをした段階で、これは明らかに間違い
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だということがわかりまして、結果的には稲田防衛大臣の下で、これは行政文書だという取扱い

にして、今後防衛省はちゃんとやりましょうということで、特別防衛監察の報告が上がっている

わけでございます。 
 加計学園については、先ほど申しましたように、総理の御意向文書であっても、組織共用をさ

れているということですので、それが別資料であっても、行政文書の該当性が明らかになると、

こういうような形でございます。 
日弁連は、今まで情報公開法の解釈、それから公文書管理法についても、いろいろ提案をして

きたわけでございまして、かれこれこういうようなものは、本日配布資料の 55-2-4の公文書管理

法案の修正と情報公開法の改正を求める意見書というところで、2009 年ないし 2008 年の段階か

らかなりいろいろ議論しておったところでございまして、そういうようなことになってしまった

というわけでございます。 
最近は、そういうものを含めて、国民の知る権利をどのように保障していくのかということで、

この別紙の統計がございますが、憲法 21条に基づく情報公開法や公文書管理法の位置付け、それ

から秘密保護法における秘密の位置付けも行い、それから違法な秘密については、ちゃんと公益

通報者保護として、保護できるような法体系をもう一度秘密分野においてもつくらなければいけ

ないだろうと。そういうものを束ねるものとして、知る権利を具体化するという形で、情報自由

基本法というものを提案しているというところでございます。大体概要はそのようなところでご

ざいます。 
（北川議長） 
 どうもご説明ありがとうございました。それでは、委員の皆様から御意見、御質疑、どうぞ発

言をいただきたいと思います。 
（中川委員） 
 一つ御質問。この趣旨はよくわかるんですけれども、基本法を定めれば、今おっしゃったよう

な諸々の問題は、解決されるのでしょうか。 
（三宅秘密保護法対策本部本部長代行） 
 いや、それはなかなか問題がございまして、これは以前、55-2-4で、情報公開法の改正を求め

る意見書というのと、公文書管理法案の修正ということで、かなり細かいことをいろいろ提案し

ておりますが、究極的にはここで書かれているようなことを全て網羅していただかないと、なか

なかいかないわけです。ただ、この 2009 年の法案は意見書をベースに、実は情報公開法の改正法

案というのは民主党政権下で提案をいたしております。しかし、ちょうど東日本大震災の後で、

地震関連法の問題は、どんどん内閣委員会で先回しになりますので、最後の最後まで後回しにな

って、それで情報公開法の改正はできなかったということでございます。 
 その後自公政権に代わり、そこでは、内閣の継続性というのはございましたが、情報公開法の

改正はしないと。逆に、そこから出てきたのが特定秘密保護法であり、集団的自衛権の行使容認

を認める関係性から安全保障法制であり、最近の共謀罪と言われる組織犯罪法の改正というよう

な形で、私から言えば、1990 年代に行政手続法ができて、情報公開法ができて、公文書管理法ま

でいって、民主的な基盤を少し整備してきたところに、やはりゆり戻しのような感じで秘密を保

護するというような形で、流れがそちらに行っているという感じがしております。個別の法案修
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正だけを言っていても、なかなか運動として盛り上がらないだろうというようなことで、この情

報自由基本法の提案は、秘密保護法制に対して、防衛外交の情報がなかなか開示されないという

ところについて、55-2-3の表面の意見書で、憲法上の知る権利及び国際人権規約に則り、ツワネ

原則をも参照しというのは、これは世界的に防衛外交情報、国家安全保障情報をできる限り公開

するためのそういう運動をして、提案をされているものでございます。それを日本の法律のバー

ジョンに置き換えると、情報自由基本法のようなところで書かれているような事項を全て個別の

法律の体制などにあてはめていけば、開かれた政府という形の方向づけがきっちりできるだろう

と。 
この点については、オバマ大統領のときに、アメリカを中心に、オープンガバメント構想とい

うのがありまして、大体 74 か国ぐらいが加盟して、国として開かれた政府をつくろうという形に

なっているのですが、日本の場合は、残念ながらそういうところは、全然あまり相手にしていな

いというような形で、かなり一周遅れのような状態に日本はなっていることもございます。その

あたりを情報自由基本法のようなものを提案させていただきながら、個別の立法の法案修正等も

含め、できればいいなとは思っていますが、なかなかはるか彼方のような感じもするわけでござ

います。 
（北川議長） 
 よろしいですか。 
（中川委員） 
 御趣旨はよくわかりました。 
（北川議長） 
 どうぞ。 
（井田委員） 
 まず、森友学園のケースで、ちょっと整理していただければと思ったのが、公文書管理法違反

の疑いがあると。これが資料で言うと、55-2-1の５ページ目で、全体で言うと 14/28 のところに、

売買契約の過程の記録は重要なものではないとして廃棄したと。これは公文書管理法違反である

と。故意になされたら、公用文書等毀棄罪に該当する。刑法の世界にいくと。 
 逆に言うと、故意があったかもしれないけれど、なかったかもしれないみたいなときは、公文

書管理法の範囲内では、そういう制裁や罰則というのは。 
（三宅秘密保護法対策本部本部長代行） 
 罰則がないわけでございまして、先ほど説明しましたように、文書の作成義務というのが、公

文書管理法４条で定められているわけですから、なおかつ法案修正をして、意思形成の過程まで

ちゃんと残しましょうという法律の趣旨に従うことによれば、契約が成立したら、交渉過程の記

録は全部廃棄していいというわけではない。これは 10年間の分割払いでございまして、１億 3,400

万を 10 年で割ってと。これ 10 年間の間に何が起きるかわかりませんから、そういうようなもの

は、我々の感覚から言えば 10年、普通は保存するものだと思うんですよ、まず最低は。それがな

されていないというのは、明らかに公文書管理法の趣旨、先ほど説明しました４条の趣旨に明ら

かに反しているだろうと。 
 先ほども申しましたように、財務省の行政文書管理規則細則までつくっていうわけですけれど
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も、実は公文書管理委員会、私は 2010年から立ち上がった委員会で、私は最初から委員を務めて

おります。その委員として務めている中で、行政文書管理規則細則というところまではチェック

ができていなかったんです。管理規則ということで、公文書管理法とそれに基づく行政文書の管

理に関するガイドラインと、これに基づく各省庁の行政文書管理規則、それまでは全部チェック

しているんですね。チェックして、これで多分大丈夫だろうと思っていて、その後に財務省行政

文書管理規則細則なるようなものが、各省庁で存在するということの報告も我々は受けていない

のです。 
誠に申し訳ないのですけれども、その辺のチェックが甘かったというか、ちょうど東日本大震

災があって、その後の災害対策本部と原子力対策本部の 3.11の後１年間議事録がないという状態

があったものですから、それがちょうど発覚して、そちらの方の調査に当たって、議事録をつく

り直すという作業に入ったものですから、細則あたりのことは全然頭にも入っていませんでした。

今回森友の問題があって、公文書管理法から言えば、明らかにおかしいなということがわかって

から、メディアの人にいろいろ調べていただいたら、財務省は、行政文書管理規則細則に基づい

て、我々は適正にやっているんですということで、国会を回っていらっしゃるということがわか

って、細則なんてありましたっけと言って、私も昔の議事録全部みたんですけれど、なかったん

ですね、我々が見るようなものには。 
そこのところは、やはり今から申しますと、福田元総理大臣が辞められた後の麻生内閣で、野

党修正を全部入れ込んだ、役所から見ればかなり強い法律になったところを、歴史公文書でない

ものは、１年で捨てていいですよということは、暗黙で公文書管理課も実情わかってやっていた

のではないかという節があります。代々人が替わっていますので、わからないのですけれど、そ

この委員会、私が実は一番古くなってしまいまして、昔、こんな議論していないよねというよう

な話、今でもするんですけれども、そこのところが、残念ながら今回明るみに出たと。 
また、電子文書の管理、それについては、前から言っているんですけれど、これはとてもなか

なか難しいですね。 
（井田委員） 
 そうしますと、なかなか責任が問いきれないというか、なかなか国民にはわかりにくい、８億

円も値引きして、あんな広い土地が買えるならと思う人もそれはいるでしょうし、一体何があっ

たのか知りたいということについて、結局それが収まるところが、この法律については、ないと

いうことですね。 
（三宅秘密保護法対策本部本部長代行） 
 ないのです。 
（井田委員） 
 そういうことを起こさないためにというところで言うと、先生の教材にもありますけれども、

やっぱり文書持っている人が、これは大事、１年未満とか、30年コースとかと決めること自体に

無理があるというか、森友学園について言うと、契約書は 30 年保存だということになっている。

そんなの、すごくきれいな書面に違いないし、遡っても仕方ない。むしろ、間の過程でどういう

値引きに関するやりとりがあったのかということは、当然伝えられていくべきものとした場合に、

そういうものも、ちゃんと保管したほうがいいですよねということを第三者的に言える人が必要
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なのかなという風に思って、このレコードマネージャーの人のアイディアですとか、そういうの

を読んでいたところです。実際問題、役所の人たち、本当にたくさんの紙を扱っていて、こうい

う対処がどのぐらい現実的にできるのかということと、何かそうは言っても、よその国などで、

じゃあこういうことで、例えば役所の当該課にとっては、若干都合の悪いものも、こういう風に

残しているという実例みたいなものも、気になったことがあったら、併せて御紹介いただければ

と思います。 
（三宅秘密保護法対策本部本部長代行）  
 基本的には、日本の役人の方々が、ちゃんと文書を残されているということを信じてやってい

たわけでございますし、私も、公文書等の適切な管理、保存及び利用に関する懇談会という有識

者会議ですかね、それから国立公文書館の有識者会議についてもいろいろ法律の管理について扱

っていたのですが、その頃、外務省の外交青書のつくり方というのを実践してやってもらったこ

とがありました。とにかく時系列で綴じてあるものを、何年かは保存して、その後で、要らない

ものはちょっとずつ抜いていくと。それで、20年ぐらい経ったら、必要なものがちゃんと残って、

それが開示される形です。我々も記録残すときに、最初は全部ありますけれども、あとは主張だ

け残して、証拠を捨てるとかというのをやっているのと同じような形で、おそらくやっているの

だろうと思っておりました。ところが、１年未満とそうでないものとに仕分けして、歴史文書で

あれば残すけれど、そうでないものはということになりましたので、今、公文書管理委員会では、

歴史文書というところの定義があまりにも狭く解釈されたのではないかということを議論してい

ます。例えば各省庁が概算要求で、今年度はこういうものを重要政策課題にしたいという風に提

案されるものは、基本的に全部残すというような、歴史文書以外は全部捨てていいという運用に

現在はなっているのですが、法の建前から言えば、歴史文書というのは概念を広げることによっ

て、なるべく残しましょうという形をとらなければいけないというのが、実定法の解釈。それは

運用でできなければ、１年未満のようなものを設けなければならないという形の法令の改正にな

るかもしれませんが、運用でできるかどうかは、議論しているところです。 
 それから、大体文書というのは、各省庁総務課の担当職員が一応管轄しますが、担当職員も２、

３年したら代わってしまいますから、行政文書の管理についての専門家が育たないという状態で

す。アメリカなどだと、今説明しましたレコードマネージャー、それからアーキビストというの

は、それを何年か経った後、歴史的な文書としてそれを残すかどうかをチェックするという、そ

ういういわば第三者的な立場でそれをチェックするような人たちの集団などが、各省庁にいろい

ろ意見が言えたり、指導できるような、そういうものを各部署に置けるようなことも、多分運用

でできるんじゃないかと思っておりまして、運用でできるかどうかは、今後少し見定めて、公文

書管理委員会で対応しようということで、１年未満の文書も含めて、歴史的にどういうものを残

すかは、今年度中に提案をしたいというのが、今の内閣の方針であります。 
（北川議長） 
 どうぞ、次の方はいらっしゃいますか。 
（村木委員） 
 膨大な情報量を扱っている実務の立場から言うと、本当に、逆に言えば、そんなまずいものは

滅多にないんですよね。無制限的に置いておけるなら、整理しないほうが手間はずっと楽。でも
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それって後でどうやって使うのかしらという感じになっていて、実務を考えると、悩ましいなと

思います。本当に、さっき御紹介いただいたように、１年未満のものと、それ以外を分けるとい

うのも、捨てられるものを最初から分けておかないと、後で見て、それを分けようと思ったら、

ものすごい手間なので、仕事が回らないので、そういう風におそらくやっているのだろうと思う

んですけれども、その辺の情報量と手間とを考えた制度にしていただかないと、今度は実務が回

らないというのが多分役所の本音のところかなと思います。 
（三宅秘密保護法対策本部本部長代行） 
 それはよくわかっていまして、何から何までというのは、我々弁護士会の仕事でもそうだとい

うように思っていたものですから、なかなかそういうところは、残すものはちゃんと残すという

仕分けをするルールを、もうちょっと明確にしなければいけないのではないかなと考えていると

ころです。 
（中本会長） 
 私から質問するのはおかしいけれども、やはり保管というのは、紙ベースを基本的に考えてい

るから、こういうことになるのではないかという気がしまして、今や IT技術が進んでいるわけだ

から、昔のように倉庫いっぱいのものが、こんなちょろっとしたものでも、全部保管できるのだ

から、廃棄するとかということを考えなくてもいいのではないか、リストだけつくっておけば、

後で見るときに、日付か何かで見れば、検索できるようにしておけば、整理する必要はなくて、

何でも残しておけるというような気がするんだけれど、そういう感覚はないのでしょうか。 
（三宅秘密保護法対策本部本部長代行） 
 実は、法律をつくった頃は、虎ノ門に倉庫を借りて、紙のものを段ボールに詰めて一時預かり

するというのはやったんですけれど、どこの省庁も相手にしてくれなくてそれは昨年度でやめま

した。それで今は、来年度からということで予定していたのですが、電子中間書庫構想というの

があって、一旦電子サーバー、共有サーバーにとにかく残すと。５年ぐらい経ったら、アーキビ

ストなり、レコードマネージャーがそれをチェックして、本当に残すものとそうでないものを仕

分けるという、そういうルールにすれば、段ボールなんかに入れなくても、サーバーがあればい

いわけで、かさばりませんので、そういう風にしようということですが、省庁によって、文書の

扱いなり何なりが全部違うものですから、こうなると、今後１年ぐらいかけて、それぞれの省庁

でどういう運用しているのかを一回調査するというのが、今やっているところです。ちょっと時

間がかかる感じです。 
（フット委員） 
 情報自由基本法の制定を求める意見書に私は賛成ですけれども、実現する見込みは、あるかど

うかということについてお聞きしたいです。そこで、情報公開法の流れが参考になるでしょうか。

私の記憶では、まずあちこちで地方自治体レベルで情報公開条例ができて、やがて、国の段階で

情報公開法ができたという流れだったように覚えています。同じように、情報自由基本法が自治

体で条例として出来上がり、そこで流れができて、やがて国にできるという、そういうようなこ

とは考えられますでしょうか。あるいはその他にどのような工夫が必要であるでしょうか。実現

するためには、どのような条件が必要であるかについて伺いたいです。 
（三宅秘密保護法対策本部本部長代行） 
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 情報公開条例ができて、情報公開法がその後にできたという流れがありまして、それと同じよ

うに、公文書管理法と公文書管理条例もそういう風になるのかなと思っていたのですが、なかな

か公文書管理法や公文書管理条例は地味なものですから、首長さんも選挙でおっしゃっても、あ

まり票に結びつきませんね。ですから、自治体でもあまりないんですね。先週、９月９日（土）

に開催された日弁連業務改革シンポジウムで、小池都知事が公文書管理条例をつくりましたと挨

拶でおっしゃっていましたが、大きなところの自治体では東京都が初めてです。細かいところで

いくつかありますけれども、まだ全然できていないということなので、当面は、この公文書管理

条例なるものを各自治体につくっていただいて、文書をちゃんと残しておくという方向をちゃん

とやるということが、我々の基本的な課題ですね。情報自由基本法は一応振り上げて頑張りまし

ょうという、手堅く言うのは、公文書管理条例をつくってもらうという方向を、少し提案してみ

たいと考えております。 
（北川議長） 
 よろしいですか。あとは。どうぞ。 
（吉柳委員） 
 この問題も加計の問題とかも、ずっとメディアで拝見していましたが、企業側からすると、あ

るかないかというところにあれだけの時間と、労働時間をかけて、すごい仰天していました。う

ちは全て電子化していて、全部検索ができてパソコンも全部貸与していれば、デスクトップで出

したものとかも全て追えるので、消しても、サーバーによって誰が削除したのかとかも、全部追

えるようになっていて、そういう観点からすると、すごい驚愕の事実でした。多分条項を規定し

ても、それを運用する電子データで保存するような仕組みというのをセットでやっていかないと、

もちろん規定自体もそれを守る人がいなかったら、消えていく文書という、存在自体もないと思

うんです。でも、日本のいろんな技術をもってしたら、全然簡単なことだと思うんですけれど、

仕組みを取り入れるという流れがないようにしか見えないんです。そこまで遅れてないとは思う

んですよね。そういった実態というのはどうなんでしょうか。 
（三宅秘密保護法対策本部本部長代行） 
 それは、例えば森友の問題で、近畿財務局にあるデータを開示せよという際に、不存在だとい

うことで、決定が出たものですから、裁判をしました。裁判をして、その証拠の保全ということ

で、例えば今だと、電子カルテなどというのは保全をして、事前に差押えをして、それで裁判を

しながら、その内容で立証していくということが、一応ありますけれども、今回のケースについ

ては、証拠の保全をして、近畿財務局と財務省にある電子データをまず廃棄するなと。廃棄をし

てもバックアップせよというような提案を裁判所にしました。 
 したけれども、それは探索的である。つまり、パソコンの中のどこにあるか。もうちょっと特

定しないとだめですよというのが、裁判所の判断で、そこのところが基本的にネックになって、

それ以上進まない。裁判所の判断は、そういうものは探索的にならないような立法をちゃんとし

てくれないと、自分たちはできませんよということで、結構シュリンクして、自分たちの権限を

あまり拡張しないものですから、そこで壁にぶつかってしまって、物事が進まないということが、

日本の大きな立法と行政と司法の力関係の中でありまして、それがアメリカだと、例えば裁判所

の命令でかなりいろんなことが進むんですね。例えば情報公開でも、インカメラ審理をするとい
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うのは、最初は裁判所が命令をして、現物を出せと。それを見ますということは、決定でそうい

うことを裁判所は独自にするんですけれども、日本はそういうものも、法律で決まらないとでで

きませんよという、そういう建前になっています。司法の一番弱いところがこういうところに出

ていて、先ほど申しました申立てをしても、インカメラだって、法律がないとできないという最

高裁の決定があるんだから、我々はしませんというのが、東京地裁の見解になっている。大きな

そういう問題があるということは、なかなかの壁になっています。 
（北川議長） 
よろしいですか。それでは、三宅代行、ありがとうございました。 

 

第 56回市民会議日程について 
（北川議長） 
 それでは、本日の議題は一応これで終わらせていただいて、次回の件について、第 56回になり

ますけれども、日程を申し上げたいと思います。次回の日程は、内定の御通知をさせていただい

ておりますが、12月 19 日、８名の方の参加可能ということで、今回は午後４時から６時までと。

そして、その後、懇親会をよろしくお願いしたいと思います。懇親会は松本楼でということでご

ざいますので、御報告させていただきたいと思います。 
（北川議長） 
 そのほか、委員の先生方、あるいは弁護士会の方、何かございましたら、御発言をお願いした

いと思いますが、よろしゅうございますか。 
（中川委員） 
弁護士白書はいただいていっていいですか。これ頂戴してもいいかどうか。 

（道事務次長） 
 据置きではございますが、重くても差し支えないということであれば、お持ちをいただければ

と存じます。 
（北川議長） 
 では、そういうことでよろしくお願いします。それではこれで終わらせていただいてよろしい

ですね。 
 

６．閉会 
（北川議長） 
それでは、本日予定しておりました審議を終了させていただきます。どうもありがとうござい

ました。（了） 


